
○消費者施策の現況について

市民の安全で安心できる暮らしの実現 （消費生活条例制定の目的）

　⇒本市の消費者施策の推進は、市民の消費生活における基本的な需要が満たされ、その

　健全な生活環境が確保される中で、７つの消費者の権利の確立が図られると共に、消費者の

　自立を支援することを目的とし、実施されなければならない。

　消費者教育を含む消費者施策は、第2次千葉市消費生活基本計画（H24～28）に基づいて、消費生活センター
をはじめとする２１の消費者行政担当課により、推進されている。

（１）第2次消費生活基本計画体系図

基本的方向 課題 分類

①食品の安全性の確保

②住まいの安全性の確保

③生活用品の安全性の確保

④関係機関等との連携

①適正な表示の推進

②適正な計量の推進

③生活関連商品の調査、安定供給

（３）事業者に対する指導 ①法令遵守のための啓発、指導

①情報提供の推進

②苦情相談情報の活用

③地域、関係団体等との連携

①消費者被害の救済

②相談体制の強化

③相談員の専門的知識の向上

④関係機関等との連携

①高齢者・障害者の財産等の保護

②若年者に対する支援

①学習機会の拡充、自主的な学習活動の支援

②消費者教育の推進

③学校における消費者教育の推進

①循環型ライフスタイルの推進

②消費者に対する環境教育の推進

５　複雑・多様化する社会
への対応

（１）高度情報通信社会への対応 ①インターネットトラブルへの対応

※マーカー部分が、消費者教育に該当する施策が含まれる項目

　「消費者教育」が担うべき役割

　　⇒市民一人ひとりが、自ら考え、行動する「自立した消費者」になることを支援すること。

（２）環境に配慮した消費生活の推進

（２）消費生活相談窓口の機能強化

１　消費生活の安全・安心
の確保

（１）商品、サービスの安全・安心の確保

（２）適正な取引環境の確保

２　消費者被害の防止及び
救済

（１）消費者被害の防止

３　消費者の年齢その他の
特性に対する配慮

（１）高齢者、障害者、若年者に対する支援

４　消費者の自立支援

（１）学習機会の拡充

２ 商品及びサービスについて適正
な表示等が行われることにより、
適切な選択ができる権利

３ 適正な取引環境の下で取引を
行う権利

６ 消費生活を営む上で必要な情
報を適切かつ迅速に知ることが
できる権利

５ 消費生活を自立して営む上で

必要な知識について学習し、

及び教育を受ける機会が提供

される権利

７ 自らの意見が消費者施策に
十分に反映される権利

４ 消費生活において不当に受けた
被害から適切かつ迅速に救済さ
れる権利

１ 消費生活において生命、身体
及び財産を侵されない権利

７つの消費者の権利

【資料１】 


